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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第20期

第２四半期累計期間
第21期

第２四半期累計期間
第20期

会計期間
自　2016年４月１日
至　2016年９月30日

自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2016年４月１日
至　2017年３月31日

売上高 （百万円） 17,964 18,122 39,180

経常利益又は経常損失(△) （百万円） △1,343 413 1,226

四半期(当期)純利益

又は四半期純損失（△）
（百万円） △983 240 579

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 8,739 8,739 8,739

発行済株式総数 （千株） 36,800 36,800 36,800

純資産額 （百万円） 32,876 34,606 34,497

総資産額 （百万円） 88,558 89,912 93,265

１株当たり四半期(当期)

純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）

（円） △26.73 6.54 15.76

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5

自己資本比率 （％） 37.1 38.5 37.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,325 4,694 △1,905

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △990 △488 △1,909

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,808 △3,361 4,048

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
（百万円） 1,474 3,018 2,182
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回次
第20期

第２四半期会計期間
第21期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2016年７月１日
至　2016年９月30日

自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（円） △7.53 2.25

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。

３　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はありません。

４　第20期及び第21期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

５　第20期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社の事業内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において経営上の重要な契約等の決定・締結又は契約内容の変更等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復基調で推移しましたが、海外経済の不確実

性等により先行き不透明な状況が継続いたしました。

　当社事業につきましては、チタン事業では、輸出向けについては引き続き航空機の製造が堅調であること、為替

レートが前年同期に比べ円安で推移したことから売上高が増加いたしました。一方、国内向けにつきましては一般

産業用の需要の回復により売上高が増加いたしました。この結果、チタン事業の売上高は１４，１１７百万円（前

年同期比１８．０％増）となりました。

 

　ポリシリコン事業では、半導体用ポリシリコンの需給調整が継続している一方、当第２四半期累計期間の出荷の

一部が第３、第４四半期に後ろ倒しとなったことから販売数量が減少し、ポリシリコン事業の売上高は２，９０２

百万円（前年同期比４０．０％減）となりました。

 

　高機能材料事業では、半導体需要の増加に伴う高純度チタンの販売増はあったものの、液晶用途のＴＩＬＯＰ

(タイロップ）の需要の調整により粉末チタンの販売数量が減少したため、高機能材料事業の売上高は１，１０２

百万円(前年同期比４．７％減)となりました。

 

　以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は１８，１２２百万円（前年同期比０．９％増）とチタン事業の売

上高増加に伴い増収となりました。

　一方、利益につきましては、チタン事業での売上高の増加や全社的なコスト合理化、為替レートが円安で推移し

たこと等により、営業利益は４１７百万円（前年同期は４１８百万円の損失）、経常利益は４１３百万円（前年同

期は１，３４３百万円の損失）、四半期純利益は２４０百万円（前年同期は９８３百万円の損失）となりました。

 

 （参考）事業別売上高   （単位：百万円）

   当第２四半期累計期間 前第２四半期累計期間 増減率(％)

 チタン事業 国　内 6,156 5,180 18.8

  輸　出 7,960 6,787 17.3

  　計 14,117 11,968 18.0

 ポリシリコン事業 2,902 4,838 △40.0

 高機能材料事業 1,102 1,157 △4.7

 合　　計 18,122 17,964 0.9
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(2）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

①資産

　当第２四半期会計期間末の総資産の残高は、８９，９１２百万円と前事業年度末と比べ３，３５２百万円減少

いたしました。これは、売掛金が減少したことが主な要因であります。

②負債

　当第２四半期会計期間末の負債の残高は、５５，３０５百万円と前事業年度末と比べ３，４６２百万円減少い

たしました。これは、借入金が減少したことが主な要因であります。

③純資産

　当第２四半期会計期間末の純資産の残高は、３４，６０６百万円と前事業年度末と比べ１０９百万円増加いた

しました。これは、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したものの、四半期純利益により利益剰余金が増加

したことが主な要因であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末と比べ

８３５百万円増加し、当第２四半期会計期間末には３，０１８百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費や売上債権の減少による資金の増加により、４，６９４百

万円の収入となりました（前年同四半期は１，３２５百万円の支出）。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により４８８百万円の支出となりま

した（前年同四半期は９９０百万円の支出）。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出等により３，３６１百万円の支出となりまし

た（前年同四半期は１，８０８百万円の収入）。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は、２５８百万円であります。なお、当第２四半期累計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 125,760,000

計 125,760,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
（2017年９月30日）

提出日現在
発行数(株)

（2017年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,800,000 36,800,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 36,800,000 36,800,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2017年９月30日 － 36,800,000 － 8,739 － 8,943
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(6)【大株主の状況】

  （2017年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 8,800 23.91

株式会社神戸製鋼所
兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通

２丁目２－４
8,800 23.91

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－１１ 864 2.35

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 424 1.15

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 342 0.93

BNP PARIBAS SECURITIES

SERVICES

LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON

HHF SICAV

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店 カストディ業務部)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826

HOWALD-HESPERANGE, LUXEMBOURG

(東京都中央区日本橋３丁目１１－１)

335 0.91

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 310 0.84

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口２）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 307 0.83

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 263 0.72

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 205 0.56

計 － 20,650 56.12

（注）　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 424千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 342千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 310千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 307千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 263千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 205千株
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

（2017年９月30日現在）
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,789,400 367,894 －

単元未満株式 普通株式 9,400 － －

発行済株式総数 36,800,000 － －

総株主の議決権 － 367,894 －

　　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

 

②【自己株式等】

（2017年９月30日現在）
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社大阪チタニウ

ムテクノロジーズ

兵庫県尼崎市東浜町１番地 1,200 － 1,200 0.00

計 － 1,200 － 1,200 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2017年７月１日から2017年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,182 3,018

受取手形及び売掛金 ※３ 15,458 ※３ 11,753

商品及び製品 15,168 16,018

仕掛品 4,219 4,486

原材料及び貯蔵品 5,590 5,679

その他 706 679

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 43,321 41,632

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 11,650 11,510

機械及び装置（純額） ※２ 17,472 ※２ 16,320

土地 14,823 14,823

建設仮勘定 400 323

その他（純額） 562 525

有形固定資産合計 44,910 43,503

無形固定資産 570 497

投資その他の資産 4,462 4,278

固定資産合計 49,943 48,279

資産合計 93,265 89,912
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,231 ※５ 4,005

短期借入金 18,200 14,000

未払金 ※４ 1,778 ※４ 2,261

未払法人税等 64 79

設備関係支払手形 65 ※５ 162

設備関係未払金 193 291

賞与引当金 367 343

その他 1,011 978

流動負債合計 25,911 22,120

固定負債   

長期借入金 29,000 29,500

資産除去債務 1,356 1,370

退職給付引当金 1,825 1,847

その他 674 467

固定負債合計 32,856 33,185

負債合計 58,767 55,305

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,739 8,739

資本剰余金 8,943 8,943

利益剰余金 16,766 16,823

自己株式 △9 △9

株主資本合計 34,439 34,496

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 96 138

繰延ヘッジ損益 △38 △28

評価・換算差額等合計 57 110

純資産合計 34,497 34,606

負債純資産合計 93,265 89,912
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自 2016年４月１日
　至 2016年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

売上高 17,964 18,122

売上原価 15,701 15,166

売上総利益 2,262 2,956

販売費及び一般管理費 ※ 2,681 ※ 2,538

営業利益又は営業損失（△） △418 417

営業外収益   

受取利息及び配当金 1 7

為替差益 － 0

不用品売却益 61 46

受取賃貸料 25 25

補助金収入 42 42

その他 3 3

営業外収益合計 135 125

営業外費用   

支払利息 101 107

為替差損 753 －

休止固定資産減価償却費 0 0

その他 204 20

営業外費用合計 1,060 128

経常利益又は経常損失（△） △1,343 413

特別損失   

固定資産除却損 72 63

ゴルフ会員権評価損 2 －

特別損失合計 74 63

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △1,418 349

法人税等 △434 108

四半期純利益又は四半期純損失（△） △983 240
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自 2016年４月１日
　至 2016年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益

又は税引前四半期純損失（△）
△1,418 349

減価償却費 2,139 2,111

賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △24

事業再構築引当金の増減額(△は減少) △153 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30 22

前払年金費用の増減額（△は増加） 53 71

受取利息及び受取配当金 △1 △7

支払利息 101 107

為替差損益（△は益） 55 8

固定資産除却損 72 63

事業再構築費用 236 －

売上債権の増減額（△は増加） △529 3,704

たな卸資産の増減額（△は増加） △425 △1,207

その他の流動資産の増減額（△は増加） 40 27

仕入債務の増減額（△は減少） △1,186 △226

未払消費税等の増減額（△は減少） 81 △189

その他の流動負債の増減額（△は減少） △106 187

その他の固定負債の増減額（△は減少） － △196

その他 83 71

小計 △931 4,875

利息及び配当金の受取額 1 7

利息の支払額 △106 △107

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △18 △55

固定資産の除却による支出 △34 △25

事業再構築費用の支払額 △236 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,325 4,694

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △974 △453

その他 △15 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △990 △488

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 2,100 3,800

長期借入れによる収入 5,500 500

長期借入金の返済による支出 △5,790 △8,000

リース債務の返済による支出 △0 －

配当金の支払額 △0 △185

未払金の増減額（△は減少） － 523

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,808 △3,361

現金及び現金同等物に係る換算差額 △55 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △562 835

現金及び現金同等物の期首残高 2,036 2,182

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,474 ※ 3,018
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数の変更）

　従業員の平均残存勤務期間が17年を下回ったため、数理計算上の差異及び、過去勤務費用の費用処理期間を17年

から15年に変更しております。

　また、当該変更が、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用）

　年間の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しております。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度に対し一

時差異、経営環境等に著しい変化がある場合においてはその影響を加味しております。
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（四半期貸借対照表関係）

１　偶発債務

　従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

 186百万円 173百万円

 

 

※２　休止固定資産

　有形固定資産に含まれる休止固定資産の簿価

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

 機械及び装置 ４百万円 ３百万円

 

 

 

※３　売上債権の流動化

　当社は、売上債権の流動化を行っており、当第２四半期会計期間末の残高は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

売上債権譲渡残高 2,459百万円 2,237百万円

 

 

 

※４　債務引受契約

　未払金残高のうち債務引受契約により支払期日を延長している未払金残高であります。

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

未払金 1,640百万円 2,164百万円

 

 

 

※５　四半期会計期間の末日が金融機関の休日で、同日満期の手形がある場合

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2017年９月30日）

支払手形 －百万円 107百万円

設備関係支払手形 －百万円 19百万円

 

（四半期損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費で主なもの

 
　前第２四半期累計期間
（自　2016年４月１日

　　至　2016年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自　2017年４月１日

　　至　2017年９月30日）

給料及び手当 578百万円 491百万円

研究開発費 227百万円 258百万円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 現金及び預金 1,474百万円 3,018百万円

 現金及び現金同等物 1,474百万円 3,018百万円
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（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

 

当第２四半期累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月15日

取締役会
普通株式 183 5.00 2017年３月31日 2017年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

四半期報告書

16/20



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 チタン事業 ポリシリコン事業 高機能材料事業

売上高     

外部顧客への売上高 11,968 4,838 1,157 17,964

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 11,968 4,838 1,157 17,964

セグメント利益又は損失（△） 220 △974 336 △418

（注）セグメント利益又は損失の合計額と四半期損益計算書上の営業損失とに差額は生じておりません。

 

当第２四半期累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 チタン事業 ポリシリコン事業 高機能材料事業

売上高     

外部顧客への売上高 14,117 2,902 1,102 18,122

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 14,117 2,902 1,102 18,122

セグメント利益又は損失（△） 1,105 △977 289 417

（注）セグメント利益又は損失の合計額と四半期損益計算書上の営業利益とに差額は生じておりません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
△26円73銭 6円54銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）(百万円)
△983 240

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）(百万円)
△983 240

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,798 36,798

（注）１.前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金

額であり、また新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

２.当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株

式がないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

 

 2017年11月７日
 

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ
 
 取締役会　御中  

  
 
 有限責任監査法人トーマツ 
 

 

 指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 増　村　正　之　　　　　　印

 

 指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 岡　本　健一郎　　　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大阪チ

タニウムテクノロジーズの2017年４月１日から2018年３月31日までの第21期事業年度の第２四半期会計期間(2017年７月

１日から2017年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2017年４月１日から2017年９月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪チタニウムテクノロジーズの2017年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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